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負のインパクトの融和

　クロスボーダー交通インフラの整備や越境手続きの簡素化と、

それに伴う越境交通量の増大や国境地域開発の進展は、地域

の経済発展だけでなく、国境地域の活性化にもつながる。しかし、

その一方で、種々の好ましからざる影響も同時にもたらす可能性

がある。これらの負の要素に対しては、適切な緩和策を、開発段階

から講じていくことが求められている。現在、議論されている負の要

素には次のようなものがある。

　A. 一時的な失業を伴う国・地域間格差の拡大

　B. 通過地域・国における負の経済効果

　C. 人・家畜・動植物等への感染症拡散

　D. 人身売買・麻薬・武器の密輸、テロの脅威

　E. 交通安全状況の悪化（交通事故の増加）

GMS地域全体の成長へ、そして域内格差の是正

　これら負の要素に挑戦していくことで、GMSは域内交通

コスト削減による競争力強化を通じてグローバリゼーションを

機会ととらえてコミュニティとしての共栄を目指している。

　一方で、現状では、GMS 諸国・地域の 1 人当たり

GRDPには、大きな格差が存在し、タイ・中国のような先行

国と、カンボジア・ラオスといった後発国の差は広がりつつある。

前頁の試算からも示されるように、クロスボーダー交通の促

進は、後発国により大きな経済成長率をもたらすことが期待

されている。補完的な政策を積極的に導入することによって、

国・地域間格差の是正へとつなげることが肝要である。

GMS諸国の一人あたりＧＲＤＰ

国境を通過する行商人（Bavet / Moc Bai国境）

出典：各種資料より調査団作成
注： 1) カンボジアの値は、国全体のGDP指標。ラオス・ミャンマーの値は、国全体のGDP指

標を州別に分解（調査団推定）。中国・タイ・ベトナムは、GPP（Gross Provincial 
Product）指標を用いて推計した。

 2) カンボジア：2004年、ベトナム：2004年、タイ：2003年、中国雲南省：2003年、広西
チワン自治区：2005年値を使用。

 3) ミャンマーの1人当たりGRDPは、2004年のGDP と2005年の人口とGRDPで推計。
 ４) ラオスの1人当たりGRDPは、2002年の人口と2003年のGDPで推計。



４. 今 後 の 展 望とJ I C A の 協 力 の 可 能 性

ADB Asian Development Bank：アジア開発銀行

ASEAN Association of Southeast Asian Nations：  
 東南アジア諸国連合

CBTA Cross-border Transport Agreement：  
 越境交通促進に関する合意

CBTI  Cross-border Transport Infrastructure：  
 越境交通施設

GDP Gross Domestic Product：国内総生産

GMS Greater Mekong Subregion：大メコン地域

GRDP Gross Regional Domestic Product：地域総生産

ICD Inland Container Depot：内陸コンテナ集配所

JICA Japan International Cooperation Agency：  
 国際協力機構

SEZ Special Economic Zone：特別経済区

WTO World Trade Organization：世界貿易機構
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課題に対応するために協力が必要な分野
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　これまで述べたクロスボーダー交通整備にかかる主要課題に

対応するためには、多岐にわたる分野において、GMS各国によ

る国境を越えた協調が必要とされる。そして、人材育成・制度設計・

組織強化等の技術面および資金面で、JICAをはじめとする国

際ドナーの支援が求められている。

　JICAは、これらの課題を踏まえた上で、多国間地域協力がその

地域の持続的発展と共存共栄達成の確かな手段であると認識し、

ひいては日本の繁栄にもつながるものと捉えて、今後も積極的に

越境交通の促進や国境を越えた地域共通の課題へ対応するた

めの協力を行っていく。JICAの資源・資産を有効に活用するた

めにも、他ドナーによる既存の取り組みや、2008年の新JICAと

してのスキームとの対応を考慮した上で、より優先的な分野や地

域を選択し、集中的な協力を行っていくこととしている。
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クロスボーダー交通／地域開発戦略計画モデルの構築クロスボーダー交通／地域開発戦略計画モデルの構築

国際物流競争力の強化国際物流競争力の強化

国際ドナーの協力可能な分野GMSにおけるＣＢＴＩ整備に関する課題
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